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東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省 
関係規定の施行等に関する政令の一部を改正する政令の施行について（施行通知） 

 
 
 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関係

規定の施行等に関する政令の一部を改正する政令が別添のとおり本日付をもって平成 30

年政令第 96 号として公布されたが、改正の内容は下記のとおりであるので、了知の上、管

内市町村に対し周知徹底を図られたい。 
 

記 
 

１ 改正の概要 

東日本大震災に係る災害援護資金の貸付けについては、東日本大震災に対処するため

の特別の財政援助及び助成に関する法律（平成 23 年法律第 40 号）第 103 条、東日本大

震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関係規定の施

行等に関する政令（平成 23 年政令第 131 号。以下「特別令」という。）第 14 条に基づき、

災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律 82 号）及び災害弔慰金の支給等に関

する法律施行令（昭和 48 年政令第 374 号）の特例措置が講じられている。 

本特例措置の適用期間については、東日本大震災の被害の甚大さに鑑み、特別令の制

定時に平成 30 年３月 31 日までとしているところ、同災害の被災地において被災者の資

金需要が引き続き見込まれることから、今般の政令改正により、平成 31 年３月 31 日ま

で 1年間延長するものである。 

その他、特別令第 14 条第５項の償還免除規定の解釈について明確化するため、所要の

改正を行っているが、従来の解釈を変更するものではないことを申し添える。 
 

２ 留意事項 
災害援護資金の貸付けは市町村条例により実施されるものであり、災害弔慰金の支給

等に関する条例施行規則の一部を改正する規則（例）は別紙のとおりであるので、参考に

されたい。 
 

３ 施行期日 
  今回の改正の施行期日は、平成 30 年４月１日であること。                 

（写） 



 
 

（別 紙） 
 

災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則の一部を改正する規則（例） 
 
災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭和  年規則第  号）の一部を次の

ように改正する。 
 
附則第  条第  項中「平成 30年３月 31日」を「平成 31年３月 31日」に改める。 
 

附 則 
この規則は、平成 30 年４月１日から施行する。 
 

【参 考：改正後の附則】 
 

附則 

第１条 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成 23 年法律

第 40号。以下「平成 23年特別法」という。）第２条第１項に規定する東日本大震災により著

しい被害を受けた者で東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律

の厚生労働省関係規定の施行等に関する政令（平成 23年政令第 131号。以下「平成 23年特別

令」という。）第 14 条第１項に定めるものに対する災害援護資金の貸付けに係る第６条第３

項の適用については、「その者の被災の日の属する月の翌月１日から起算して３月を経過する

日」とあるのは「平成 31年３月 31日」とする。 

２ 前項の災害援護資金の貸付けであって保証人を立てないものに係る第９条の適用について

は、「連帯保証人の連署した災害援護資金借用書」とあるのは「借用書」と、「資金の貸付け

を受けた者（以下「借受人」という。）及び連帯保証人の印鑑証明書」とあるのは「資金の貸

付けを受けた者（以下「借受人」という。）の印鑑証明書」とする。 

３ 平成 23年特別令第 14条第１項に定めるものに対する災害援護資金の貸付けに係る第６条第

２項（２）の適用については、同（２）中「被害を受けた日の属する前年（当該被害を１月か

ら５月までの間に受けた場合にあっては前々年とする。以下この号において同じ。）」とあるの

は「平成 21年（平成 23年の所得が平成 21年の所得を下回る場合は平成 23年とする。以下こ

の号において同じ。）」と、「前年の所得」とあるのは「平成 21年の所得」とする。 

 

附 則 

この規則は、平成 30年４月１日から施行する。 
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